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（所要時間 ５分×４） 

１ 研修のポイント 

・  条文一つにつき、５分間で取り組むことを想定しています。一日５分の研修を 

連続して一週間で集中して取り組む、週一回の研修を４週続けて一か月かけて取 

り組むなど、学校の状況に応じて活用できます。 

① 児童虐待の定義（児童虐待防止法 第２条） 

② 児童虐待の早期発見（児童虐待防止法 第５条） 

③ 児童虐待に係る通告（児童虐待防止法 第６条） 

④ 要保護児童の通告（児童福祉法 第 25条） 

２ 使用する資料  

・ ワークシート①「児童虐待の定義」 

・ ワークシート②「児童虐待の早期発見等」 

・ ワークシート③「児童虐待に係る通告」 

・ ワークシート④「要保護児童の通告」 

３ 参考となる資料 

・ 「児童虐待防止と学校」（文部科学省）モジュール５ P22～25、P28、29、P32 

P36、37 

４ 研修の流れ 

分 内   容 

１ 

５ 

・ ワークシートを用いて、各自で設問等に答える。 

・ 解説を配布し、読み合う。 

 

 

研修セット（５） 

児童虐待関連法規①～④ 

（児童虐待防止法・児童福祉法） 
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ワークシート① 

 

   にあてはまる言葉を下の選択肢から選びましょう。 

児童虐待防止法 

第２条（定義） 

この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親権を行う者、未成年後見人その

他の者で、児童を現に監護するものをいう。）がその監護する児童（ Ａ 歳に満た

ない者をいう。）について行う次に掲げる行為をいう。 

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

二 児童に Ｂ な行為をすること又は児童をして Ｂ な行為をさせること。 

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の Ｃ 、保護

者以外の同居人による前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の Ｃ その

他の保護者としての監護を著しく怠ること。 

四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭におけ

る配偶者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体

に危害を及ぼすもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）

その他の児童に著しい Ｄ 外傷を与える言動を行うこと。 

 

（選択肢） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ  １６   １８   ２０ 

Ｂ  性的   みだら   わいせつ 

Ｃ  正座・直立   放置   叱責 

Ｄ  身体的   心理的   精神的 
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ワークシート① 【解説】 

 

  にあてはまる言葉を下の選択肢から選びましょう。 

児童虐待防止法 

第２条（定義） 

この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親権を行う者、未成年後見人その

他の者で、児童を現に監護するものをいう。）がその監護する児童（Ａ １８歳に満た

ない者をいう。）について行う次に掲げる行為をいう。 

 

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

二 児童にＢ わいせつな行為をすること又は児童をしてＢ わいせつな行為をさせ

ること。 

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間のＣ 放置、保護

者以外の同居人による前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為のＣ 放置その

他の保護者としての監護を著しく怠ること。 

四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭におけ

る配偶者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体

に危害を及ぼすもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）

その他の児童に著しいＤ 心理的外傷を与える言動を行うこと。 

 

（選択肢） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 児童虐待の定義の条文を覚えておかなければならないというわけではあ

りません。条文の内容を確認しておきましょう。 

Ａ  １６   １８   ２０ 

Ｂ  性的   みだら   わいせつ 

Ｃ  正座・直立   放置   叱責 

Ｄ  身体的   心理的   精神的 
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ワークシート② 

 

学校の果たす役割に関係のあるところに下線を引きましょう。 

 

児童虐待防止法 

第５条（児童虐待の早期発見等） 

１  学校、児童福祉施設、病院、都道府県警察、婦人相談所、教育委員会、配偶者 

暴力相談支援センターその他児童の福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職

員、児童福祉施設の職員、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、弁護士、

警察官、婦人相談員その他児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待を発見

しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならない。 

２  前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐待の防止並びに児童虐待

を受けた児童の保護及び自立の支援に関する国及び地方公共団体の施策に協力

するよう努めなければならない。 

３  第一項に規定する者は、正当な理由がなく、その職務に関して知り得た児童虐 

待を受けたと思われる児童に関する秘密を漏らしてはならない。 

４ 前項の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第二項の規定による国及 

 び地方公共団体の施策に協力するように努める義務の遵守を妨げるものと解釈

し 

てはならない。 

５ 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、児童虐待の防止のための

教育又は啓発に努めなければならない。 
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ワークシート②【解説】 

 

学校の果たす役割に関係のあるところに下線を引きましょう。 

 

児童虐待防止法 

第５条（児童虐待の早期発見等） 

１  学校、児童福祉施設、病院、都道府県警察、婦人相談所、教育委員会、配偶者 

暴力相談支援センターその他児童の福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職 

員、児童福祉施設の職員、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、弁護士、

警察官、婦人相談員その他児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待を発見

しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならない。 

２  前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐待の防止並びに児童虐待 

を受けた児童の保護及び自立の支援に関する国及び地方公共団体の施策に協力

するよう努めなければならない。 

３  第一項に規定する者は、正当な理由がなく、その職務に関して知り得た児童虐 

待を受けたと思われる児童に関する秘密を漏らしてはならない。 

４ 前項の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第二項の規定による国及 

び地方公共団体の施策に協力するように努める義務の遵守を妨げるものと解釈

してはならない。 

５ 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、児童虐待の防止のための

教育又は啓発に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

※ 児童虐待の早期発見等について、学校の果たす役割と関係する機関を確認

することができます。児童虐待防止法の第５条第３項では、「児童虐待を受け

たと思われる児童に関する秘密を漏らしてはならない」と規定されています。

保護者から虐待を認知するに至った経緯や通告元を教えるよう求められた場

合は、学校や教育委員会等はそれらの情報について組織全体として保護者に

伝えないこと、児童相談所や区市町村福祉部局と連携して対応することが重

要です。 
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ワークシート③ 

児童虐待防止法 第６条 

平成16年の法改正により変更になったところを確認し、法改正後の条文の該当部 

分に下線を引きましょう。 

 

平成16年の法改正前の条文 法改正後（現在） 

（児童虐待に係る通告） 

第６条 児童虐待を受けた児童を発見

した者は、速やかに、これを児童福祉

法（昭和22年法律第164号）第25条の規

定により通告しなければならない。 

 

 

 

２ 刑法（明治40年法律第45号）の秘

密漏示罪の規定その他の守秘義務に関

する法律の規定は、児童虐待を受けた

児童を発見した場合における児童福祉

法第25条の規定による通告をする義務

の遵守を妨げるものと解釈してはなら

ない。 

 

（児童虐待に係る通告） 

第６条 児童虐待を受けたと思われる児

童を発見した者は、速やかに、これを市町

村、都道府県の設置する福祉事務所若しく

は児童相談所又は児童委員を介して市町

村、都道府県の設置する福祉事務所若しく

は児童相談所に通告しなければならない。 

２ 前項の規定による通告は、児童福祉法

第25条第１項の規定による通告とみなし

て、同法の規定を適用する。 

３ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘

義務に関する法律の規定は、第１項の規定

による通告をする義務の遵守を妨げるも

のと解釈してはならない。 
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ワークシート③【解説】 

児童虐待防止法 第６条 

平成16年の法改正により変更になったところを確認し、法改正後の条文の該当部 

分に下線を引きましょう。 

平成16年の法改正前の条文 法改正後（現在） 

（児童虐待に係る通告） 

第６条 児童虐待を受けた児童を発見

した者は、速やかに、これを児童福祉

法（昭和22年法律第164号）第25条の規

定により通告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

２ 刑法（明治40年法律第45号）の秘

密漏示罪の規定その他の守秘義務に関

する法律の規定は、児童虐待を受けた

児童を発見した場合における児童福祉

法第25条の規定による通告をする義務

の遵守を妨げるものと解釈してはなら

ない。 

 

（児童虐待に係る通告） 

第６条 児童虐待を受けたと思われる児

童を発見した者は、速やかに、これを市町

村、都道府県の設置する福祉事務所若しく

は児童相談所又は児童委員を介して市町

村、都道府県の設置する福祉事務所若しく

は児童相談所に通告しなければならない。 

２ 前項の規定による通告は、児童福祉法

第25条第１項の規定による通告とみなし

て、同法の規定を適用する。 

３ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘

義務に関する法律の規定は、第１項の規定

による通告をする義務の遵守を妨げるも

のと解釈してはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  ここで重要なのは、児童虐待を「受けた」児童ではなく、「受けたと思

われる」児童としているところです。平成１６年の法改正以前には、児童

虐待を「受けた」児童を発見した者が通告を行うこととされていましたが、

そのような規定の下では、虐待を「受けた」かどうかの確証がないからと

いう理由で通告をためらってしまうケースがしばしば見られました。 

こうしたことは、学校等においてもきわめてよく生じていました。そこ

で、敢えて「受けたと思われる」という規定にすることで、確証を得る必

要はなく、「虐待があるとの心証を得ただけの時点で、直ちに通告をする」

という趣旨を徹底したものです。 
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ワークシート④ 

児童福祉法第二十五条で、児童虐待防止法の第６条（児童虐待に係る通告）に関連

するのは、下の「二十五条」から「二十五条の八」までのうちのどれですか。該当す

る( )に○を付けましょう。 

 

 

 

 

 

 

 
 

第二十五条 要保護児童を発見した者は、これを市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又は児

童委員を介して市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければならない。ただし、

罪を犯した満十四歳以上の児童については、この限りでない。この場合においては、これを家庭裁判所に通告し

なければならない。 

② 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の規定による通告をすることを妨げ

るものと解釈してはならない。 

第二十五条の二 地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童（第三十一条第四項に規定する延長者及び第三

十三条第十項に規定する保護延長者（次項において「延長者等」という。）を含む。次項において同じ。）の適

切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関

連する職務に従事する者その他の関係者（以下「関係機関等」という。）により構成される要保護児童対策地域

協議会（以下「協議会」という。）を置くように努めなければならない。 

② 協議会は、要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者（延長者等の親権を行う者、未成年後見人その他

の者で、延長者等を現に監護する者を含む。）又は特定妊婦（以下この項及び第五項において「支援対象児童等」

という。）に関する情報その他要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図る

ために必要な情報の交換を行うとともに、支援対象児童等に対する支援の内容に関する協議を行うものとする。 

③ 地方公共団体の長は、協議会を設置したときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を公示しなけ

ればならない。 

④ 協議会を設置した地方公共団体の長は、協議会を構成する関係機関等のうちから、一に限り要保護児童対策

調整機関を指定する。 

⑤ 要保護児童対策調整機関は、協議会に関する事務を総括するとともに、支援対象児童等に対する支援が適切

に実施されるよう、厚生労働省令で定めるところにより、支援対象児童等に対する支援の実施状況を的確に把握

し、必要に応じて、児童相談所、養育支援訪問事業を行う者、母子保健法第二十二条第一項に規定する母子健康

包括支援センターその他の関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

⑥ 市町村の設置した協議会（市町村が地方公共団体（市町村を除く。）と共同して設置したものを含む。）に

係る要保護児童対策調整機関は、厚生労働省令で定めるところにより、専門的な知識及び技術に基づき前項の業

務に係る事務を適切に行うことができる者として厚生労働省令で定めるもの（次項及び第八項において「調整担

当者」という。）を置くものとする。 

⑦ 地方公共団体（市町村を除く。）の設置した協議会（当該地方公共団体が市町村と共同して設置したものを

除く。）に係る要保護児童対策調整機関は、厚生労働省令で定めるところにより、調整担当者を置くように努め

なければならない。 

⑧ 要保護児童対策調整機関に置かれた調整担当者は、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を受けなけれ

ばならない。 

（ ）第二十五条    要保護児童発見者の通告義務 

（ ）第二十五条の二  要保護児童対策地域協議会の設置 

（ ）第二十五条の三  関係機関等に対する情報等の提供 

（ ）第二十五条の四  協議会の組織及び運営 

（ ）第二十五条の五  守秘義務 

（ ）第二十五条の六  状況の把握 

（ ）第二十五条の七  通告児童等に対する措置 

（ ）第二十五条の八  福祉事務所長の採るべき措置 
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第二十五条の三  協議会は、前条第二項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めるときは、関

係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

② 関係機関等は、前項の規定に基づき、協議会から資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求め

があつた場合には、これに応ずるよう努めなければならない。 

第二十五条の四  前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二十五条の五  次の各号に掲げる協議会を構成する関係機関等の区分に従い、当該各号に定める者は、正当な理

由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職員又は職員であつた者 

 二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあつた者 

 三 前二号に掲げる者以外の者 協議会を構成する者又はその職にあつた者 

第二十五条の六  市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所は、第二十五条第一項の規定による通告

を受けた場合において必要があると認めるときは、速やかに、当該児童の状況の把握を行うものとする。 

第二十五条の七  市町村（次項に規定する町村を除く。）は、要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は

特定妊婦（次項において「要保護児童等」という。）に対する支援の実施状況を的確に把握するものとし、第二

十五条第一項の規定による通告を受けた児童及び相談に応じた児童又はその保護者（以下「通告児童等」という。）

について、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。 

 一 第二十七条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を

要すると認める者は、これを児童相談所に送致すること。 

 二 通告児童等を当該市町村の設置する福祉事務所の知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）第九条第

六項に規定する知的障害者福祉司（以下「知的障害者福祉司」という。）又は社会福祉主事に指導させること。 

 三 児童自立生活援助の実施が適当であると認める児童は、これをその実施に係る都道府県知事に報告すること。 

 四 児童虐待の防止等に関する法律第八条の二第一項の規定による出頭の求め及び調査若しくは質問、第二十九条

若しくは同法第九条第一項の規定による立入り及び調査若しくは質問又は第三十三条第一項若しくは第二項の規

定による一時保護の実施が適当であると認める者は、これを都道府県知事又は児童相談所長に通知すること。 

② 福祉事務所を設置していない町村は、要保護児童等に対する支援の実施状況を的確に把握するものとし、通

告児童等又は妊産婦について、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。 

 一 第二十七条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を

要すると認める者は、これを児童相談所に送致すること。 

 二 次条第二号の措置が適当であると認める者は、これを当該町村の属する都道府県の設置する福祉事務所に送致

すること。 

 三 助産の実施又は母子保護の実施が適当であると認める者は、これをそれぞれその実施に係る都道府県知事に報

告すること。 

 四 児童自立生活援助の実施が適当であると認める児童は、これをその実施に係る都道府県知事に報告すること。 

 五 児童虐待の防止等に関する法律第八条の二第一項の規定による出頭の求め及び調査若しくは質問、第二十九条

若しくは同法第九条第一項の規定による立入り及び調査若しくは質問又は第三十三条第一項若しくは第二項の

規定による一時保護の実施が適当であると認める者は、これを都道府県知事又は児童相談所長に通知すること。 

第二十五条の八  都道府県の設置する福祉事務所の長は、第二十五条第一項の規定による通告又は前条第二項第二

号若しくは次条第一項第四号の規定による送致を受けた児童及び相談に応じた児童、その保護者又は妊産婦につ

いて、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。 

一 第二十七条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を

要すると認める者は、これを児童相談所に送致すること。 

二 児童又はその保護者をその福祉事務所の知的障害者福祉司又は社会福祉主事に指導させること。 

三 保育の利用等（助産の実施、母子保護の実施又は保育の利用若しくは第二十四条第五項の規定による措置をい

う。以下同じ。）が適当であると認める者は、これをそれぞれその保育の利用等に係る都道府県又は市町村の長

に報告し、又は通知すること。 

四 児童自立生活援助の実施が適当であると認める児童は、これをその実施に係る都道府県知事に報告すること。 

五 第二十一条の六の規定による措置が適当であると認める者は、これをその措置に係る市町村の長に報告し、又

は通知すること。 
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ワークシート④【解説】 

児童福祉法第二十五条で、児童虐待防止法の第６条（児童虐待に係る通告）に関連

するのは、下の「二十五条」から「二十五条の八」までのうちのどれですか。該当す

る( )に○を付けましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

第二十五条  要保護児童を発見した者は、これを市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又は

児童委員を介して市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければならない。ただ

し、罪を犯した満十四歳以上の児童については、この限りでない。この場合においては、これを家庭裁判所に通

告しなければならない。 

② 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の規定による通告をすることを妨げ

るものと解釈してはならない。 

第二十五条の二 地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童（第三十一条第四項に規定する延長者及び第三

十三条第十項に規定する保護延長者（次項において「延長者等」という。）を含む。次項において同じ。）の適

切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関

連する職務に従事する者その他の関係者（以下「関係機関等」という。）により構成される要保護児童対策地域

協議会（以下「協議会」という。）を置くように努めなければならない。 

② 協議会は、要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者（延長者等の親権を行う者、未成年後見人その他

の者で、延長者等を現に監護する者を含む。）又は特定妊婦（以下この項及び第五項において「支援対象児童等」

という。）に関する情報その他要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図る

ために必要な情報の交換を行うとともに、支援対象児童等に対する支援の内容に関する協議を行うものとする。 

③ 地方公共団体の長は、協議会を設置したときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を公示しなけ

ればならない。 

④ 協議会を設置した地方公共団体の長は、協議会を構成する関係機関等のうちから、一に限り要保護児童対策

調整機関を指定する。 

⑤ 要保護児童対策調整機関は、協議会に関する事務を総括するとともに、支援対象児童等に対する支援が適切

に実施されるよう、厚生労働省令で定めるところにより、支援対象児童等に対する支援の実施状況を的確に把握

し、必要に応じて、児童相談所、養育支援訪問事業を行う者、母子保健法第二十二条第一項に規定する母子健康

包括支援センターその他の関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

⑥ 市町村の設置した協議会（市町村が地方公共団体（市町村を除く。）と共同して設置したものを含む。）に

係る要保護児童対策調整機関は、厚生労働省令で定めるところにより、専門的な知識及び技術に基づき前項の業

務に係る事務を適切に行うことができる者として厚生労働省令で定めるもの（次項及び第八項において「調整担

当者」という。）を置くものとする。 

⑦ 地方公共団体（市町村を除く。）の設置した協議会（当該地方公共団体が市町村と共同して設置したものを

除く。）に係る要保護児童対策調整機関は、厚生労働省令で定めるところにより、調整担当者を置くように努め

なければならない。 

⑧ 要保護児童対策調整機関に置かれた調整担当者は、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を受けなけれ

ばならない。 

（○）第二十五条    要保護児童発見者の通告義務 

（ ）第二十五条の二  要保護児童対策地域協議会の設置 

（ ）第二十五条の三  関係機関等に対する情報等の提供 

（ ）第二十五条の四  協議会の組織及び運営 

（ ）第二十五条の五  守秘義務 

（ ）第二十五条の六  状況の把握 

（ ）第二十五条の七  通告児童等に対する措置 

（ ）第二十五条の八  福祉事務所長の採るべき措置 
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第二十五条の三  協議会は、前条第二項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めるときは、関

係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

② 関係機関等は、前項の規定に基づき、協議会から資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求め

があつた場合には、これに応ずるよう努めなければならない。 

第二十五条の四  前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二十五条の五  次の各号に掲げる協議会を構成する関係機関等の区分に従い、当該各号に定める者は、正当な理

由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職員又は職員であつた者 

 二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあつた者 

 三 前二号に掲げる者以外の者 協議会を構成する者又はその職にあつた者 

第二十五条の六  市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所は、第二十五条第一項の規定による通告

を受けた場合において必要があると認めるときは、速やかに、当該児童の状況の把握を行うものとする。 

第二十五条の七  市町村（次項に規定する町村を除く。）は、要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は

特定妊婦（次項において「要保護児童等」という。）に対する支援の実施状況を的確に把握するものとし、第二

十五条第一項の規定による通告を受けた児童及び相談に応じた児童又はその保護者（以下「通告児童等」という。）

について、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。 

 一 第二十七条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を

要すると認める者は、これを児童相談所に送致すること。 

 二 通告児童等を当該市町村の設置する福祉事務所の知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）第九条第

六項に規定する知的障害者福祉司（以下「知的障害者福祉司」という。）又は社会福祉主事に指導させること。 

 三 児童自立生活援助の実施が適当であると認める児童は、これをその実施に係る都道府県知事に報告すること。 

 四 児童虐待の防止等に関する法律第八条の二第一項の規定による出頭の求め及び調査若しくは質問、第二十九条

若しくは同法第九条第一項の規定による立入り及び調査若しくは質問又は第三十三条第一項若しくは第二項の規

定による一時保護の実施が適当であると認める者は、これを都道府県知事又は児童相談所長に通知すること。 

② 福祉事務所を設置していない町村は、要保護児童等に対する支援の実施状況を的確に把握するものとし、通

告児童等又は妊産婦について、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。 

 一 第二十七条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を

要すると認める者は、これを児童相談所に送致すること。 

 二 次条第二号の措置が適当であると認める者は、これを当該町村の属する都道府県の設置する福祉事務所に送致

すること。 

 三 助産の実施又は母子保護の実施が適当であると認める者は、これをそれぞれその実施に係る都道府県知事に報

告すること。 

 四 児童自立生活援助の実施が適当であると認める児童は、これをその実施に係る都道府県知事に報告すること。 

 五 児童虐待の防止等に関する法律第八条の二第一項の規定による出頭の求め及び調査若しくは質問、第二十九条

若しくは同法第九条第一項の規定による立入り及び調査若しくは質問又は第三十三条第一項若しくは第二項の規

定による一時保護の実施が適当であると認める者は、これを都道府県知事又は児童相談所長に通知すること。 

第二十五条の八  都道府県の設置する福祉事務所の長は、第二十五条第一項の規定による通告又は前条第二項第二

号若しくは次条第一項第四号の規定による送致を受けた児童及び相談に応じた児童、その保護者又は妊産婦につ

いて、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。 

 一 第二十七条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を

要すると認める者は、これを児童相談所に送致すること。 

 二 児童又はその保護者をその福祉事務所の知的障害者福祉司又は社会福祉主事に指導させること。 

 三 保育の利用等（助産の実施、母子保護の実施又は保育の利用若しくは第二十四条第五項の規定による措置をい

う。以下同じ。）が適当であると認める者は、これをそれぞれその保育の利用等に係る都道府県又は市町村の長

に報告し、又は通知すること。 

 四 児童自立生活援助の実施が適当であると認める児童は、これをその実施に係る都道府県知事に報告すること。 

 五 第二十一条の六の規定による措置が適当であると認める者は、これをその措置に係る市町村の長に報告し、又

は通知すること。 

 

 
※ 児童虐待防止法の第６条第２項では、同法第６条第１項の規定による通告は、「児童福祉法

第 25条の規定による通告とみなして、同法の規定を適用する」とされています。 

児童虐待防止法に基づき、通告がなされた後は、同法の規定による安全確認等の対応と連

動して、児童福祉法に基づく要保護児童等への措置が発動していくこととなります。 


